
Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報 

１．基本的な考え方 

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

 

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

 

コーポレートガバナンス
CORPORATE GOVERNANCE YAIZU SUISANKAGAKU INDUSTRY CO.,LTD.

最終更新日：2015年11月6日
焼津水産化学工業株式会社

代表取締役社長 山本 和広

問合せ先：ＴＥＬ：054-202-6030

証券コード：2812

http://www.yskf.jp/

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

当社は、株主をはじめ、すべてのステークホルダーからの信頼をより高め、企業価値の最大化を図るため、子会社を含むコーポレート・ガバナン
スの強化・充実を経営の最重要課題として位置付けています。 
健全な経営は企業市民としての基本であり、業務執行における透明性及び公平性を図るため、コンプライアンスを経営の基本方針とすることを宣
するとともに、取締役及びすべての社員が取り組むコンプライアンス体制を構築し、運営しています。 
また、取締役会では子会社を含む中期経営計画及び年次計画の浸透と監督ならびに報告を的確に実施するとともに、経営会議を毎月開催して
経営環境の変化への迅速な対応を図っております。監査等委員会は、取締役会はもとより内部監査室、会計監査人との意見交換により、実効性
のある監査・監督を実施しています。 
今後も、当社グループの経営課題と外部環境を評価しつつ、投資家に向けた情報開示を積極的に実施するとともに、企業価値の向上を目指すた
めにグループ全体におけるコーポレート・ガバナンスの最適化に努めていく所存であります。 

当社は、コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しております。 

原則1-4 いわゆる政策保有株式 
 当社は、取引先との良好な関係の維持発展、事業の推進や安定化を目的に、政策的に取引先の株式を取得し、保有することとしております。取
 引先株式は、当社の事業発展や利益と投資額等を勘案して、保有の継続を毎年見直しを行います。 
 政策保有株式に係る議決権行使につきましては、議案内容を十分に精査し、株主価値が大きく毀損される議案を除き、適切に議決権を行使い 
 たします。 
 
原則1-7 関連当事者間の取引 
 当社は、取締役の競業取引および取締役と会社との取引については取締役会付議事項としており、取引がある場合には取締役会の十分な審 
 議を経て意思決定しております。また、決定した内容について、有価証券報告書に開示しております。さらに、当社役員および子会社役員に対 
 し、年度ごと関連当事者の取引に関して調査を行っております。 
 
原則3-1 情報開示の充実 
 (1)企業理念や経営計画について 
  当社の目指すべきところは(企業理念)、以下のＵＲＬに開示しております。 
   http://www.yskf.jp/company/philosophy.html 
  また、当社中期経営計画(2013-2015年度）は、以下のＵＲＬに開示しております。 
   http://www.yskf.jp/ir/strateg.html 
 (2)コーポレートガバナンスコードの基本的な考え方について 
  本報告書「1．1 基本的な考え方」に記載の通りであります。 
  当社は、株主をはじめ、すべてのステークホルダーからの信頼をより高め、企業価値の最大化を図るため、子会社を含むコーポレート・ガバナ
  ンスの強化・充実を経営の最重要課題として位置付けています。 
  健全な経営は企業市民としての基本であり、業務執行における透明性及び公平性を図るため、コンプライアンスを経営の基本方針とすること 
  を宣言するとともに、取締役及びすべての社員が取り組むコンプライアンス体制を構築し、運営しています。 
  また、取締役会では子会社を含む中期経営計画及び年次計画の浸透と監督ならびに報告を的確に実施するとともに、監査等委員を含む全取
  締役出席の会議を毎週、重要使用人以上が出席する経営会議を毎月開催して経営環境の変化への迅速な対応を図っております。監査等委 
  員会は、取締役会はもとより内部監査室、会計監査人との意見交換により、実効性のある監査・監督を実施しています。 
  今後も、当社グループの経営課題と外部環境を評価しつつ、投資家に向けた情報開示を積極的に実施するとともに、企業価値の向上を目指 
  すためにグループ全体におけるコーポレート・ガバナンスの最適化に努めていく所存であります。  
 (3)取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するにあたっての方針と手続き 
  当社の取締役の報酬については、基本報酬と賞与から成り立っております。業界あるいは同規模の企業の水準を勘案の上、株主総会にその
  総額の上限を上程し、決定された範囲内で各取締役の職位に基づき取締役会にてその報酬を設定しております。また、賞与については当期 
  の業績に基づき、その貢献度に応じ給付額を設定しております。執行役員の賞与については、取締役会で定めた評価体系基準から評価を行 
  い、決定しております。なお、社外取締役および監査等委員である取締役の給与については、業務執行から独立した立場であり、一定の金額 
  の基本給と賞与を設定することとしております。 
 (4)取締役会が経営陣幹部の選任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たって方針と手続き及び(5)取締役候補等の指名について 
  当社は、取締役・監査等委員候補の指名について、当社の定める職務資格基準に則り、候補者を選定し、取締役会で決議し、株主総会議案 
  として提出しております。経営陣幹部・取締役候補については、当社事業全体としての知識・経験・能力のバランスを考慮し、的確かつ迅速な 
  意思決定が実施できること、法令及び企業倫理の順守に徹する見識を有することを基準として、総合的に代表取締役及び社外取締役が選 
  任・指名しております。また監査等委員の取締役については、内部統制・財務・会計に関する知見、当社事業に関する知識、企業経営に関す 
  る多様な視点のバランスを確保しながら総合的に指名しております。社外取締役の選任理由につきましては、本報告書「2．1 【取締役関係】 
  会社との関係(2)」に記載しております。 
 
 ※（3）、（4）、（5）について、今後、より実効性あるガバナンス体制の構築と透明、公正かつ迅速な意思決定を図っていくことを目指し、諮問委 
  員会の設置を検討しております。 
 



２．資本構成 

【大株主の状況】

 

補充原則4-1-1 
 取締役会は、法令または定款で定められた事項のほか、会社経営上の重要な事項の意思決定を行っており、取締役会において決議する事項 
 については取締役会付議基準を定めております。それ以外の業務執行の決定については取締役社長に委任し、意思決定の迅速化および業務
 執行の効率化を図っております。個別の業務執行については、社内規程により職務権限、決裁権限を明確にしております。 
 さらに当社は、執行役員制度を採用しており、経営意思決定機能と業務執行機能を分離することにより、業務執行にかかる責任と権限の明確 
 化、意思決定の迅速化およびコーポレートガバナンスの強化を図るとともに、監査等委員会設置会社を選択し、構成員の過半数を社外取締役 
 とした監査等委員会を置くことにより、業務執行の監督機能の強化を図っております。 
 
原則4-8 独立社外取締役の有効な活用 
 当社は、持続的な企業価値の向上には、取締役会の活性化や経営執行の実効性を高めることが重要と考えております。それには、既成の概念
 にとらわれず、客観的な立場から経営執行を監督する独立的・中立的な社外取締役の経営参加が不可欠であり、かねてよりそのような人材の 
 選考に努めてまいりました。このような状況のもと、当社では現在3名の独立社外取締役を選任しております。 
 取締役会等の重要な会議において、社外取締役には、従来型の業界慣習や取引関係などの先入観を排除し、客観的・中立的な立場から重要 
 な経営課題や問題解決に向けて、有益な提言や助言を受けております。 
 
原則4-9 独立社外取締役の独立性判断基準及び資質 
 当社の社外取締役の独立性基準については、東京証券取引所の上場管理等に関するガイドライン3-5．（3）の2の要件を参考としております。 
 以下のa～eに該当していない者を、独立社外取締役としての選定の基準としております。 
  ａ．当社の親会社又は兄弟会社の業務執行者 
  ｂ．当社を主要な取引先とする者若しくはその業務執行者又は当社の主要な取引先若しくはその業務執行者 
  ｃ．当社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家又は法律専門家（当該財産を得ている者が法 
    人、組合等の団体である場合は、当該団体に所属する者をいう。）※ 
  ｄ．最近においてａから前ｃまでに該当していた者 
  ｅ．次の（ａ）から（ｃ）までのいずれかに掲げる者（重要でない者を除く。）の近親者 
   （ａ） ａから前ｄまでに掲げる者 
   （ｂ） 当社又はその子会社の業務執行者（社外監査役を独立役員として指定する場合にあっては、業務執行者でない取締役又は会計参与 
      （当該会計参与が法人である場合は、その職務を行うべき社員を含む。以下同じ。）を含む。） 
   （ｃ） 最近において前（ｂ）に該当していた者 
  ※ｃにおいては、過去3事業年度において、役員報酬以外に1,000万円以上の金銭又は財産を得ている場合 
 また、当該独立性基準に加え、財務・会計・法令・労務等の多様な専門的知見の有無および経験等を考慮し、一般株主と利益相反の生じるおそ
 れがない者を独立役員として指定しています。 
 以上の判断基準により、当社では3名の社外取締役を選定しております。社外取締役は、取締役会をはじめとする経営会議において、コーポレ 
 ート・ガバナンス強化や業務監督の視点から、闊達で積極的な意見の提示を行っております。 
 
補充原則4-11-1 
 当社では、企業規模等を勘案し、定款において取締役の員数を13名以内と定めております。 
 取締役の選任に関する方針は原則３－１(iv)で開示したとおりであり、当該能力を有した上で、社内取締役さらに社会の変化を素早く、的確に把
 握できる多彩なバックグラウンドを有する人材を候補者に選定しております。なお、社外取締役に関しては、財務、人事・人材教育、コンプライア
 ンスの分野で見識の高い人材を選任し多様性を高めております。 
 また、取締役の人数については、当社の企業規模や今後の業容拡大も考慮して必要と思われる人数の取締役候補者を選定しております。 
 ※より実効性あるガバナンス体制の構築と透明、公正かつ迅速な意思決定を図っていくことを目指し、諮問委員会の設置を検討しております。 
 
補充原則4-11-2 
 取締役の重要な兼職状況については、株主総会招集ご通知、有価証券報告書等で開示しております。 
  株主総会招集ご通知 http://www.yskf.jp/ir/kabunusisoukai.html 
  有価証券報告書 http://www.yskf.jp/ir/yuuhou.html 
 なお、本報告書提出日において、取締役の重要な兼職はございません。 
 
補充原則4-11-3 
 2014年度においては、取締役会は13回開催され、業務執行に係る重要事項などについて活発な議論、決議がされております。 
 取締役会の運営状況は取締役会規程に基づき重要案件を漏れなく議案として選定し、取締役会を原則毎月開催することにより、適時・適切に 
 審議しています。取締役会での審議に先立ち、経営会議等にて、問題点・課題、リスクおよびその対策を明確にさせ、 議論の実効性を高めてお
 ります。また、社外取締役に取締役会資料を事前に配付し、内容を説明しております。 
 
補充原則4-14-2 
 当社は、社外取締役を含むすべての取締役がその役割や責務を果たすために必要となる、経営に関する有用な情報等を提供しています。 
 取締役に対する当社事業に係る理解を深めるために必要な説明は、取締役会や週に1回開催している経営者会議における報告により実施して
 おります。また、当社は、毎月1回取締役および重要使用人を対象とした社内セミナーを実施しており、事業・財務等の概況報告や外部講師を招
 いた勉強会を通じて経営陣として必要な知識の取得に努めております。 
 その他、必要・要望に応じて工場視察や外部講習等の機会提供を実施しています。 
 
原則5-1 株主との建設的な対話に関する方針 
 当社は、株主・機関投資家への対応についてはIR・広報室が担当しており、対話全般については代表取締役社長が対応しております。 
 主なIR活動として、アナリスト・機関投資家向けに決算説明会を年2回（第2四半期、第4四半期）開催している他、個人投資家向け会社説明会の
 実施や機関投資家からの説明会開催の要望等には証券会社と連携して必要に応じて開催する等、積極的な対話に努めております。 
 対話に際してのインサイダー情報の管理については、社内規程にて「内部情報管理および内部者取引規制に関する規則」を定めており、情報 
 管理の徹底を図っております。 

外国人株式保有比率 10%未満

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日油株式会社 1,504,807 11.53

株式会社静岡銀行 598,100 4.58



補足説明 

３．企業属性 

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針 

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情 

鈴木ミツヱ 530,082 4.06

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 472,700 3.62

焼津信用金庫 321,371 2.46

丸啓鰹節株式会社 222,300 1.70

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 191,800 1.47

中野新之助 188,000 1.44

松村貞敏 179,101 1.37

焼津水産化学工業株式会社従業員持株会 128,111 0.98

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

――― 

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 食料品

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

――― 

――― 



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

１．機関構成・組織運営等に係る事項 

【取締役関係】 

会社との関係(1) 

会社との関係(2) 

組織形態 監査等委員会設置会社

定款上の取締役の員数 13 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 10 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

澤本 猪三雄 他の会社の出身者

高藤忠治 他の会社の出身者 △

小山圭子 他の会社の出身者

※ 会社との関係についての選択項目 
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

氏名
監査等 
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

澤本 猪三雄  ○ ―――

澤本氏は、財務及び経理における幅広い識見
を有しており、当社の経営を監督していただけ
るものと判断し、社外取締役として選任してい
ます。 
また、同氏は、当社及び当社経営陣と特別な
利害関係がないことから、一般株主との利益
相反が生じるおそれがないと判断したため、独
立役員として指定しています。

高藤忠治 ○ ○

高藤氏は、平成17年６月まで当社のメイ
ンバンクである株式会社静岡銀行の業務
執行者でした。当社は同行からの借入金
がありますが、残高は当社総資産に対し
て僅少です。

高藤氏は、財務及び会計における幅広い識見
から社外取締役としての役割を適切に遂行さ
れることが期待されるものと判断しています。
また、同氏は、当社及び当社経営陣と利害関
係はなく高い独立性を有しており、一般株主と
の利益相反が生じるおそれがないと判断した
ため、独立役員として指定しています。

小山氏は、社会保険労務士としての豊富な知



【監査等委員会】 

委員構成及び議長の属性 

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項 

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況 

【任意の委員会】 

【独立役員関係】 

その他独立役員に関する事項 

【インセンティブ関係】 

該当項目に関する補足説明 

該当項目に関する補足説明 

【取締役報酬関係】 

小山圭子 ○ ○ ―――

識と経験を有しており、当社の監査、監督機能
にその資質を活かしていただけるものと判断
し、社外取締役として選任しています。また、同
氏は、当社及び当社経営陣と特別な利害関係
がないことから、一般株主との利益相反が生じ
るおそれがないと判断したため、独立役員とし
て指定しています。

全委員（名） 常勤委員（名） 社内取締役（名） 社外取締役（名） 委員長（議長）

監査等委員会 3 1 1 2 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人については、内部監査室の使用人が兼務することとし、当該使用人と適切な連携をとること
により実効的な監査等委員会監査を補完するものとしています。また、監査等委員より監査業務に必要な命令を受けた場合は、その命令を優先
することを徹底しています。 

監査等委員会、会計監査人及び内部監査室は、年間計画に基づいて相互に監査を実施し、その計画、結果等について情報共有を図るなど、定
期的にコミュニケーションをとることにより、相互に緊密な連携を図っています。 

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

独立役員の人数 3 名

――― 

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

本新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式の総数は、当社普通株式107,600株です。 

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、社外取締役、従業員、子会社の取締役

中期経営計画における業績目標の達成ならびに企業価値向上に対する貢献意欲を一層高めることを目的として、当社の取締役及び従業員なら
びに当社子会社の取締役に対して、有償にて新株予約権を発行するものです。 



該当項目に関する補足説明 

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容 

【社外取締役のサポート体制】 

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要） 

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由 

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

全取締役の総額を開示しています。 

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無

あり

当社は役員規程で、取締役（監査等委員である取締役を除く）については、従業員給与の最高額を基準として役位別に「報酬の基準」を定めてお
り、監査等委員である取締役についても常勤監査等委員、非常勤監査等委員の別で同様に「報酬の基準」を定めています。 

社外取締役の支援体制については、内部監査部門の連携支援のほか、必要があるときは経営統括本部にて事務作業のサポート（資料収集等）
を行っています。 

当社は、取締役会、監査等委員会及び会計監査人を設置しています。当社の取締役は7名（男性6名、女性1名／うち社外取締役1名）、監査等委
員である取締役は3名（男性2名、女性1名／うち社外取締役2名）で構成されています。また、取締役会を補完する機能として、執行役員制度を導
入し、業務執行にかかる責任と権限の明確化、意思決定の迅速化及びコーポレート・ガバナンスの強化を図っています。 
業務執行については、取締役会が業務執行の決定を広く取締役に委任することができる旨を定款で定めており、経営の意思決定の迅速化を図
っています。職務の執行の監視体制としては、取締役会および監査等委員が取締役の職務執行を監督しています。取締役会は、原則として月１
回開催するほか、必要に応じて適宜開催しています。監査等委員は、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、取締役会の
ほか経営会議に出席するとともに、稟議書等の重要書類を閲覧し、その内容につき、必要に応じて取締役及び使用人に説明を求めています。さ
らに、監査等委員および監査等委員会は、代表取締役と適宜意見交換し、経営方針の確認、その他の監督上の重要課題について、相互認識と
信頼関係を深めるよう努めています。 
 
取締役の報酬につきましては、株主総会にて決議された報酬年額の限度内において、役員規程の報酬基準に基づき、取締役は取締役会、監査
等委員である取締役は監査等委員会の協議にて決定しています。 

当社は、社外取締役３名（うち監査等委員である取締役２名）を選任しており、独立役員として指定しています。各社外取締役は法令・財務会計・
コーポレート・ガバナンス等に関して専門的な知見を有しており、職歴、経験等を活かして、適法性の監査に加え、業務担当取締役および重要使
用人と適宜意見交換を行う等、経営全般に関する意見を行っています。 
 
以上の点から、実効性のある経営監視が期待できると判断し、現状の体制を維持するものであります。 



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況 

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況 

２．ＩＲに関する活動状況 

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況 

実施していません。

補足説明
代表者自身
による説明

の有無

個人投資家向けに定期的説明会を開催 年に数回、証券会社各社を通じて、説明会を実施 あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

取引ある証券会社等を通じて、機関投資家向けに説明会を東京都を中心に実
施

あり

IR資料のホームページ掲載 決算短信、四半期報告及び期末報告書等を掲載

IRに関する部署（担当者）の設置 ＩＲ・広報室

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの
立場の尊重について規定

「焼津水産化学工業グループ企業倫理規範」において、お客様、従業員、取引先、株主・投資
家等との関係についてそれぞれ規定

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施 当社ＷＥＢサイト内の環境報告書に開示

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

「焼津水産化学工業グループ企業倫理規範」において、株主・投資家等との関係として適時適
切な情報提供する旨を規定

その他
女性取締役２名を登用 
女性の活躍支援に向けた取組みとして、育児・介護休業制度を整備 
消費者目線の商品開発を目的に、女性中心の部署を設置



Ⅳ内部統制システム等に関する事項 

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 

当社は、内部統制システムを以下のとおり整備しております。 
 
1. 当社及び子会社の取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制 
(１) 当社グループ全体に係る「企業倫理規範」を整備し、代表取締役社長が率先垂範するとともに、繰り返しその精神を役職員に伝えることによ
り、法令遵守及び社会倫理の遵守を企業活動の前提とすることを徹底する。 
(２) 代表取締役社長を委員長とするリスク・コンプライアンス委員会を設置して、当社グループ全体のコンプライアンス体制に係る規程の改廃及び
コンプライアンス体制上の重要な問題を審議し、その結果を取締役会に付議・報告する。規定されたコンプライアンス体制は、経営企画部が事務
局となって運営・管理する。 
(３) 「企業倫理規範」に則り、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力や団体などに対して、一切の関係を遮断し不当な要求には断固と
して拒否する。 
(４) 法令・定款違反行為が発覚した場合の対応については、リスク・コンプライアンス事務局が速やかに社内外への対応を行うための規定に基づ
いて実施し、当該取締役・使用人に対する具体的な処分については、「就業規則」の定めによる。 
(５) 財務報告の信頼性を確保するため、「財務報告に係る内部統制評価の基本方針」を定めるとともに財務報告委員会を設置して、財務報告に
係る内部統制が有効に行われる体制の構築、維持及び向上を図る。 
 
2. 当社及び子会社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
(１) 当社及び子会社の取締役の職務遂行に係る情報を文書または電磁的媒体に記録し、保存する。当社及び子会社の取締役及び監査役は、
常時、これらの文書等を閲覧できるものとする。 
(２) 「情報管理規程」に則って、保存した情報を管理する。 
 
3. 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
(１) 当社グループのリスク管理体制を「リスク・コンプライアンス管理規程」に定め、管理状況をリスク・コンプライアンス委員会に報告・運用する。 
(２) 品質に係るリスクについては、「クレーム処理規程」に則って品質不良に対する再発防止策の実施等により管理を行うとともに、ＩＳＯ９００１の
継続による経営管理システムの向上を図る。 
(３) 災害に係るリスクについては、「緊急時の基本的行動指針」及び「地震・津波対策マニュアル」を制定し、経営統括本部を全社横断的な統括責
任部署とする。 
(４) 情報セキュリティに係るリスクについては、「情報管理規程」「情報システム管理規程」に則り、人的、技術的、物理的対策を整備するとともに、
経営統括本部が全社横断的な統括管理を行う。 
(５) その他のリスクについては、それぞれの担当部署にて、規則、ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行うものとする。
新たに生じたリスクについては取締役会において速やかに対応責任者となる取締役を定め、対処するものとし、緊急を要する事態が発生した際
には、「不祥事件発生時の対応規定」「地震対策マニュアル」「緊急対応マニュアル」に則って、速やかに全社横断的な対応を実施する。 
 
4. 当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
(１) 「職務権限規程」に則り、会社の権限分配・意思決定ルールに基づく効率的な業務を確保する。 
(２) 当社及び子会社の取締役を構成員とする経営会議を設置し、月次業績のレビューと改善策の実施などを審  
議し、迅速に推進する。 
(３) 当社の取締役会による中期経営計画の承認、中期経営計画に基づく年次、事業部門毎の業務計画と予算の設定に基づき、当社の取締役会
にて3ヵ月毎に計画の進捗報告を実施する。 
(４) ＩＲ担当取締役を設け、適切な適時情報開示とＩＲ説明会の推進により、適正な会社情報の公表により社内外への理解を得ることを徹底する。
 
5. その他当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 
(１) 当社及びグループ会社における内部統制の構築を目指し、当社にグループ各社全体の内部統制に関する担当部署を設けるとともに、グルー
プ各社の事業に関して監督する取締役を任命し、定期的に業況報告を受ける。 
(２) これらの運用を明文化するために「子会社管理規程」を設け、当社子会社の取締役等からの報告を受ける体制を確保し、当社子会社を管理
運用する。なお、法令遵守については、グループ全体のコンプライアンス体制にて管理する。 
 
6. 当社の監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項、その使用人の当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立
性に関する事項、ならびにその使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 
(１) 当社の監査等委員会の職務を補助すべき使用人は、内部監査室の使用人が兼務し、その使用人との適切な連携によって、実効的な監査等
委員会監査を補完するものとする。 
(２) 当社の監査等委員会は、特定の業務における監査において、代表取締役社長及び当該業務の所管取締役の承認を得て、内部監査室また
は当該部署の職員を指名するとともに、合理的な範囲で監査業務に必要な事項を命令することができるものとし、当社の監査等委員会より監査
業務に必要な命令を受けた職員は、その命令に関しては代表取締役社長及び当該部署の所管取締役等の指示命令に優先することを徹底する。
 
7. 当社及び子会社の取締役及び使用人等が当社の監査等委員会に報告するための体制、その他の当社の監査等委員会への報告 に関する
体制 
(１) 当社及び子会社の取締役または使用人等は、法定の事項に加え、当社及び当社グループに重大な影響を及ぼす事案が生じた場合は、速や
かに当社の監査等委員会に報告することを徹底する。 
(２) 報告の方法（報告者、報告受領者、報告時期等）については、取締役と監査等委員会との協議により決定する。 
 
8. 前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制 
当社は、当社の監査等委員会へ報告を行った当社及び子会社の取締役及び使用人等に対し、当該報告を行ったことを理由として不利な取扱い
を行うことを禁止し、その旨を当社及び子会社に周知徹底する。 
 
9. 当社の監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理
に係る方針に関する事項 
当社は、監査等委員がその職務の執行について当社に対して法令に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、担当部署において審議の上、
当該請求に係る費用又は債務が当該監査等委員会の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかにこれに応じるものとする。 
 
10. その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
(１) 当社の監査等委員会と代表取締役社長及び各取締役は、必要に応じ、会社が対処すべき課題、会社をとりまくリスクの他、監査 等委員会
監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等について意見を交換する。 
(２) 監査等委員会は、内部監査室の実施する内部監査の計画について協議に加わることができるものとし、内部監査室は、内部監査結果の報



２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 

告等監査等委員会との連携に努めるものとする。

（1）基本的な考え方 
政治・行政との関わりについては、健全かつ透明な関係を保ち、社会的秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体に対し、一切の関係を遮
断し拒否します。 
 
（2）整備状況 
上記の基本的な考え方を「焼津水産化学工業グループ企業倫理規範」内に明記し、社内外に宣言するとともに、反社会的勢力を排除するため、
関連当局との連携を深め、日々、情報収集に努めています。



Ⅴその他 

１．買収防衛策の導入の有無 

該当項目に関する補足説明 

買収防衛策の導入の有無 あり

１．基本方針の内容 
 当社は、当社の支配権の移転を伴うような大規模買付行為（下記３(2)イに定義されます。以下同じとします。）について、それに応じるか否か
は、最終的には株主の皆様に判断を委ねるべきものであると考えております。したがって、大規模買付行為があった場合にも、それが当社の企
業価値の向上又は株主の皆様共同の利益に資するものであれば、何らその行為を否定するものではありません。 
 しかしながら、当社株式の大規模買付行為の中には、当社が長年に亘り培った企業価値の源泉を理解することなく、当社の企業価値又は株主
の皆様共同の利益を毀損するおそれがあるものも想定されます。当社といたしましては、当社の企業価値又は株主の皆様共同の利益の確保・向
上の観点に照らし、このような大規模買付行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適切ではないと考えていま
す。そこで、当社は、特定の者又はグループが当社の議決権の20％以上の議決権を有する株式を取得することで、当社の企業価値又は株主の
皆様共同の利益が毀損されるおそれが存する場合には、かかる特定の者又はグループは、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者とし
て不適切であるとして、法令等及び定款によって許容される限度において当社の企業価値又は株主の皆様共同の利益の確保・向上のための相
当な措置を講じることを基本方針といたします。 
 
２．基本方針の実現に資する特別な取組み 
 当社は、基本方針の実現に資する取組みとして以下の施策を実施し、当社グループの企業価値又は株主の皆様共同の利益の確保・向上に努
めております。 
(1)  ３ヵ年中期経営計画「Change & Challenge」 
当社グループは、平成25年度から平成27年度までの３ヵ年中期経営計画「Change & Challenge」を策定し、新たな価値を創造し続けるグローバル
な企業グループを目指し、本３ヵ年中期経営計画に基づき、“成長への再挑戦”と位置付けて、４つの柱（(i)既存事業の深化、(ii)新商品（サービ
ス）開発、(iii)新規顧客開拓、及び(iv)新事業領域開拓）に経営資源（ヒト・金・物）を集中投入し、成長戦略を描いていくことを基本方針とし、これら
に基づく以下の４つの重点施策を着実に進展させることで、当社グループの企業価値又は株主の皆様共同の利益の確保・向上に努めています。
 
イ 既存コア事業の深耕、BCP対応 
事業構造改革により筋肉質になった収益構造を維持すると共に、当社の主力とする調味料事業及び機能食品事業を更に深耕します。また、事業
継続計画（BCP）の観点から静岡県の内陸部に新工場（掛川工場）を建設し、平成26年８月に竣工いたしました。引き続き、生産効率向上と事業
継続計画（BCP）を着実に進めてまいります。 
 
ロ グローバル展開と新たな海外拠点（東南アジア）の設置 
当社は、成長著しい中国への足掛かりとして平成16年に100％出資子会社「大連味思開生物技術有限公司」を設立し、海外展開を進めてきまし
た。グローバル展開の第２弾として、今後成長が見込まれる東南アジアのマーケットを視野に入れ、ASEAN地域に海外拠点の設立を目指します。
 
ハ 新事業への挑戦 
新たな成長エンジンの確立のため、当社グループの得意とする「おいしさと健康」のカテゴリーに加え、その周辺領域である農業分野、環境分野、
化粧品分野等への事業拡大に挑戦します。 
 
ニ グループ経営基盤の強化 
グループ経営基盤の強化を目指し、子会社の事業構造改革を進めるとともに、本体・子会社とも経営指標を活かした管理を行い、全体最適の観
点から収益力の向上と相乗効果の創出を図ります。 
 
(2) コーポレート・ガバナンスの強化 
当社グループは、ステークホルダーから一層の期待と信頼を獲得するために、健全で透明性の高い経営を目指し、コーポレート・ガバナンスの強
化を経営上の最も重要な課題の一つとして位置付けています。その詳細につきましては、本報告書に記載しております。 
 
３．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組み 
当社は、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため、平成27年５月８日開催の
取締役会において、当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）（以下「本プラン」といいます。）を継続することを決議し、平成2
7年６月26日開催の当社56期定時株主総会において株主の皆様のご承認をいただいております。本プランの概要は、以下のとおりです。 
(1)  本プランの目的について 
当社は、買収者等に対して、場合によっては何らかの措置を講ずる必要が生じ得るものと考えますが、上場会社である以上、買収者等に対して
株式を売却するか否かの判断や、買収者等に対して会社の経営を委ねることの是非に関する最終的な判断は、基本的には、個々の株主の皆様
のご意思に委ねられるべきものであると考えております。 
しかしながら、株主の皆様に適切な判断を行っていただくためには、その前提として、当社固有の事業特性や当社グループの歴史を十分に踏ま
えていただいた上で、当社の企業価値とその価値を生み出している源泉につき適切な把握をしていただくことが必要であると考えます。 
そして、買収者等による当社の支配株式の取得が当社の企業価値やその価値の源泉に対してどのような影響を及ぼし得るかを把握するために
は、買収者等から提供される情報だけでは不十分な場合も容易に想定され、株主の皆様に適切な判断を行っていただくためには、当社固有の事
業特性を十分に理解している当社取締役会から提供される情報及び当該買収者等による支配株式の取得行為に対する当社取締役会の評価・
意見や、場合によっては当社取締役会によるそれを受けた新たな提案を踏まえていただくことが必要であると考えます。 
したがいまして、当社といたしましては、株主の皆様に対して、これらの多角的な情報を分析し、検討していただくための十分な時間を確保するこ
とが非常に重要であると考えております。 
以上の見地から、当社は、上記の基本方針を踏まえ、大規模買付行為を行おうとし、又は現に行っている者（以下「大規模買付者」といいます。）
に対して事前に大規模買付行為に関する必要な情報の提供及び考慮・交渉のための期間の確保を求めることによって、当該大規模買付行為に
応じるべきか否かを株主の皆様が適切に判断されること、当社取締役会が、特別委員会（下記(2)ホに定義されます。以下同じとします。）の勧告
を受けて当該大規模買付行為に対する賛否の意見又は当該大規模買付者が提示する買収提案や事業計画等に代替する事業計画等を株主の
皆様に対して提示すること、あるいは、株主の皆様のために大規模買付者と交渉を行うこと等を可能とし、もって基本方針に照らして不適切な者
（具体的には、当社取締役会が所定の手続に従って定める一定の大規模買付者並びにその共同保有者及び特別関係者並びにこれらの者が実
質的に支配し、これらの者と共同ないし協調して行動する者として当社取締役会が認めた者等をいいます。）によって当社の財務及び事業の方針
の決定が支配されることを防止するための取組みの一つとして、本プランによる買収防衛策の継続が必要であるとの結論に達しました。 
以上の理由により、当社取締役会は、株主総会において本プランによる買収防衛策の継続をお諮りすることを決定し、平成27年６月26日開催の



２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項 

第56期定時株主総会にて、株主の皆様のご承認をいただきました。なお、本プランの詳細につきましては、インターネット上の当社ウェブサイト（ht
tp://www.yskf.jp/news/20150508-4.html）に掲載の平成27年５月８日付プレスリリースをご覧ください。 
 
(2)  本プランの内容について 
イ 対抗措置発動の対象となる大規模買付行為の定義 
次の(a)乃至(c)のいずれかに該当する行為（ただし、当社取締役会が予め承認をした行為を除きます。）又はその可能性のある行為（以下「大規
模買付行為」と総称します。）がなされ、又はなされようとする場合に、本プランに基づく対抗措置が発動される場合があります。 
(a) 当社が発行者である株券等に関する当社の特定の株主の株券等保有割合が20％以上となる当該株券等の買付けその他の取得 
(b) 当社が発行者である株券等に関する当社の特定の株主の株券等所有割合とその特別関係者の株券等所有割合との合計が20％以上となる
当該株券等の買付けその他の取得 
(c) 上記(a)又は(b)に規定される各行為の実施の有無にかかわらず、当社の特定の株主が、当社の他の株主（複数の場合を含みます。以下本(c)
において同じとします。）（ただし、当社が発行者である株券等につき当該特定の株主と当該他の株主の株券等保有割合の合計が20％以上とな
るような当該他の株主に限ります。）との間で、当該他の株主が当該特定の株主の共同保有者に該当するに至るような合意その他の行為、又は
当該特定の株主と当該他の株主との間にその一方が他方を実質的に支配し若しくはそれらの者が共同ないし協調して行動する関係を樹立する
行為 
 
ロ 意向表明書の提出 
大規模買付者には、大規模買付行為の開始又は実行に先立ち、別途当社の定める書式により、本プランに定める手続（以下「大規模買付ルー
ル」といいます。）を遵守することを当社取締役会に対して誓約する旨の大規模買付者代表者による署名又は記名捺印のなされた書面及び当該
署名又は記名捺印を行った代表者の資格証明書（以下、これらを併せて「意向表明書」といいます。）を当社代表取締役社長宛てに提出していた
だきます。 
 
ハ 大規模買付者に対する情報提供要求 
当社取締役会及び特別委員会が意向表明書を受領した日から５営業日以内に、大規模買付者には、当社取締役会に対して、大規模買付情報を
提供していただきます。 
当社取締役会又は特別委員会が大規模買付情報の提供が完了したと判断した場合には、当社は、適用ある法令等及び金融商品取引所規則に
従って直ちにその旨を株主の皆様に対して開示します。 
 
ニ 取締役会評価期間の設定等 
当社取締役会は、対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社の全ての株券等の買付けが行われる場合には最長60日間、それ以外の
場合には最長90日間を、当社取締役会による評価、検討、意見形成、代替案立案及び大規模買付者との交渉のための期間として設定します。
大規模買付行為は、本プランに別段の記載なき限り、取締役会評価期間の経過後にのみ開始されるべきものとします。 
 
ホ 特別委員会の設置 
当社は、本プランによる買収防衛策の継続にあたり、その発動等に関する当社取締役会の恣意的判断を排するため、当社の業務執行を行う経
営陣から独立している、社外取締役並びに社外有識者の３名以上から構成される特別委員会（以下「特別委員会」といいます。）を設置します。 
 
ヘ 特別委員会の勧告手続及び当社取締役会による決議 
大規模買付者が大規模買付ルールにつきその重要な点において違反した場合で、当社取締役会がその是正を書面により当該大規模買付者に
対して要求した後５営業日以内に当該違反が是正されない場合には、特別委員会は、当社の企業価値又は株主の皆様共同の利益の確保・向上
のために対抗措置を発動させないことが必要であることが明白であることその他の特段の事情がある場合を除き、原則として、当社取締役会に
対して、大規模買付行為に対する対抗措置の発動を勧告します。 
大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合、特別委員会は、原則として、当社取締役会に対して、大規模買付行為に対する対抗措置の
不発動を勧告します。 
もっとも、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、特別委員会は、当該大規模買付者がいわゆるグリーンメーラーである等一定の
事情を有していると認められる者であり、かつ、かかる大規模買付行為に対する対抗措置の発動が相当であると判断する場合には、当社取締役
会に対して、かかる大規模買付行為に対する対抗措置の発動を勧告します。 
当社取締役会は、特別委員会の勧告を最大限尊重した上で対抗措置の発動、不発動又は中止その他必要な決議を行うものとします。なお、特
別委員会から対抗措置不発動の決議をすべき旨の勧告がなされた場合であっても、当社取締役会は、かかる特別委員会の勧告を最大限尊重し
た上で、当該勧告に従うことにより取締役の善管注意義務に違反するおそれがある等の事情があると認める場合には、対抗措置を発動するか否
かを株主の皆様に問うべく当社株主総会を招集することができるものとします。 
 
ト 対抗措置の具体的内容 
当社が本プランに基づき発動する大規模買付行為に対する対抗措置は、原則として、会社法第277条以下に規定される新株予約権の無償割当
てによるものとします。ただし、会社法その他の法令等及び当社定款上認められるその他の対抗措置を発動することが適切と判断された場合に
は、当該その他の対抗措置が用いられることもあり得るものとします。 
 
(3) 本プランの有効期間並びに継続、及び廃止について 
本プランの有効期間は、当社第56期定時株主総会において本プランによる買収防衛策継続に関する承認議案が承認可決された時点から当該
定時株主総会終了後３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会後最初に開催される取締役会の終結時までとしま
す。ただし、当該取締役会終結時において、現に大規模買付行為を行っている者又は当該行為を企図する者であって特別委員会において定め
る者が存在する場合には、当該行われている又は企図されている行為への対応のために必要な限度で、かかる有効期間は延長されるものとし
ます。また、かかる有効期間の満了前であっても、(i)当社株主総会において本プランを廃止する旨の議案が承認された場合、又は(ii)当社取締役
会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合、本プランはその時点で廃止されるものとします。よって、本プランは、株主の皆様のご
意向に従い、随時これを廃止させることが可能です。 
 
４．上記３の取組みについての取締役会の判断及び理由 
当社取締役会は、本プランは、当社グループの企業価値または株主の皆様共同の利益の確保・向上をその目的とするものであり、基本方針に沿
うものと考えます。 
また、本プランは(i)株主、投資家の皆様及び大規模買付者の予見可能性を高めるため、事前の開示がなされていること、(ii)本プランの存続が株
主の皆様の意思に係らしめられていること、及び(iii)経営者の保身のために本プランが濫用されることを防止するために、特別委員会を設置し、
当社取締役会が対抗措置の発動の是非を判断する場合には、特別委員会の勧告を最大限尊重するものとしていること等から、当社取締役会
は、本プランは当社の企業価値または株主の皆様共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の取締役の地位の維持を目的とするものでもな
いと考えております。 

――― 
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当社グループの適時開示に係る社内体制について 

【適時開示体制図】 

各部門・連結子会社の管理責任者

経営統括本部

数値情報、会社概要、株式関連、定性的情報など

決定事実・決算情報 発生事実

情報集約部門（情報取扱責任者）による開示

経営会議

情報管理責任者(経営統括本部長)

情報管理責任者(経営統括本部長)

株主・投資家

管轄財務局・上場証券取引所・報道機関・当社Webサイトほか

情報集約部門

代表取締役社長
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１．適時開示担当部門について 

当社は、株主・投資家に対し、タイムリーディスクロジャーを行うことを基本として、社内規則である「内

部情報管理及び内部者取引規制に関する規則」に従い、次のとおり適時開示すべき情報を取り扱いしておりま

す。情報の集約及び管理を行う部門は「経営統括本部」とし、「情報管理責任者」は、「経営統括本部長」とし

ています。 

 

２．会社情報等の適時開示に係る社内体制について 

（１）決定事実・決算情報 

取締役会および経営会議等で決定された事項（決定事実・決算情報等）に関して、当該事項が適時開

示要件に該当するか否かの判定並びに開示は、「経営統括本部」ならびに該当部門が、適時開示規則等に

従いその要否を判断しています。 

（２）発生事実 

当社の各事業所および連結子会社において内部情報が発生した場合、各部門の管理責任者より「情報管

理責任者」もしくは「情報集約部門」へ直ちに報告されます。 

報告を受けた「情報管理責任者」もしくは「情報集約部門」は、内部情報管理の徹底を図ります。また、

当該事項が適時開示要件に該当するか否かの判定並びに開示、公表は、「取締役会」が、適時開示規則等

に従い、その要否を判断しています。ただし、緊急の場合は、「代表取締役社長」がこれを決定していま

す。 

 

３．証券取引所への適時開示について 

適時開示を要する場合は、その事項が決定もしくは発生後、遅滞なく、「情報管理責任者」の指示により、

「情報取扱責任者」である「総務・人事部長」が適時開示を行います。また、適時開示規則等において開示義

務のない事項についても、「情報集約部門」において、株主・投資家の投資判断に影響を及ぼすと判断した事

項については、前述同様の手続きを経て、公表することとしています。 
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